
（案） 

堺市議会委員会条例新旧対照表 

 

現 行 改 正 案 

（常任委員会の名称、委員定数及びその所

管） 

第２条 略 

(1)～(4) 略 

(5) 建設委員会 ９人 

ア 略 

イ 略 

(6) 略 

 

 （特別委員会の設置） 

第５条 略 

２ 略 

 

 

 

 

（委員の選任） 

第６条 略 

 

 

 

２ 略 

３ 略 

４ 第２項の規定により所属を変更した常

任委員の任期は、第３条（常任委員の任期）

第３項の例による。 

 

（傍聴の取扱） 

第１７条 略 

２ 略 

 

（公聴会開催の手続） 

第２０条 略 

２ 前項の申出を受けたときは、議長は、そ

（常任委員会の名称、委員定数及びその所

管） 

第２条 略 

(1)～(4) 略 

(5) 建設委員会 ８人 

ア 略 

イ 略 

(6) 略 

 

（特別委員会の設置等） 

第５条 略 

２ 略 

３ 特別委員は、特別委員会に付議された事

件が議会において審議されている間在任

する。 

 

（委員の選任） 

第６条 略 

２ 議員はそれぞれ一の常任委員となるも

のとする。ただし、議長についてはこの限

りでない。 

３ 略 

４ 略 

５ 第３項の規定により所属を変更した常

任委員の任期は、第３条（常任委員の任期）

第３項の例による。 

 

（傍聴の取扱い） 

第１７条 略 

２ 略 

 

（公聴会開催の手続） 

第２０条 略 

２ 前項の申出を受けたときは、議長は、そ



（案） 

現 行 改 正 案 

の日時、場所及び意見を聞こうとする案件

その他必要な事項を公示する。 

 

（公述人の決定） 

第２２条 公聴会において意見を聞こうと

する利害関係者及び学識経験者等（以下

「公述人」という。）は、前条の規定によ

りあらかじめ申し出た者及びその他の者

の中から、委員会において定め、本人にそ

の旨を通知する。 

 

２ あらかじめ申し出た者の中に、その案件

に対して、賛成者及び反対者があるとき

は、一方にかたよらないように公述人を選

ばなければならない。 

 

（公述人の発言） 

第２３条 略 

２ 公述人の発言は、その意見を聞こうとす

る案件の範囲を超えてはならない。 

３ 略 

 

（代理人又は文書による意見の陳述） 

第２５条 公述人は、代理人に意見を述べさ

せ又は文書で意見を提示することができ

ない。ただし、委員会が特に許可した場合

は、この限りでない。 

 

（参考人） 

第２５条の２ 委員会は、参考人から意見を

聞こうとするときは、議長に申し出なけれ

ばならない。 

２ 前項の申出を受けたときは、議長は、参

考人にその日時、場所及び意見を聞こうと

する案件その他必要な事項を通知しなけ

ればならない。 

の日時、場所及び意見を聴こうとする案件

その他必要な事項を公示する。 

 

（公述人の決定） 

第２２条 公聴会において意見を聴こうと

する利害関係者及び学識経験者等（以下

「公述人」という。）は、前条の規定によ

りあらかじめ申し出た者（以下「意見申出

者」という。）及びその他の者の中から、

委員会において定め、本人にその旨を通知

する。 

２ 意見申出者の中に、その案件に対して、

賛成者及び反対者があるときは、一方に偏

らないように公述人を選ばなければなら

ない。 

 

（公述人の発言） 

第２３条 略 

２ 公述人の発言は、その意見を聴こうとす

る案件の範囲を超えてはならない。 

３ 略 

 

（代理人又は文書による意見の陳述） 

第２５条 公述人は、代理人に意見を述べさ

せ、又は文書で意見を提示することができ

ない。ただし、委員会が特に許可した場合

は、この限りでない。 

 

（参考人） 

第２５条の２ 委員会は、参考人から意見を

聴こうとするときは、議長に申し出なけれ

ばならない。 

２ 前項の申出を受けたときは、議長は、参

考人にその日時、場所及び意見を聴こうと

する案件その他必要な事項を通知しなけ

ればならない。 



（案） 

現 行 改 正 案 

３ 参考人については、第２３条（公述人の

発言）、第２４条（委員と公述人の質疑）

及び第２５条（代理人又は文書による意見

の陳述）の規定を準用する。 

３ 参考人については、前３条の規定を準用

する。 

 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。た

だし、第２条第５号、第５条及び第６条の

改正規定は、地方自治法の一部を改正する

法律（平成２４年法律第７２号）附則第１

条ただし書に規定する政令で定める日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この条例（前項ただし書の改正規定に限

る。以下同じ。）の施行の際、現にこの条

例による改正前の堺市議会委員会条例（以

下「旧条例」という。）の規定により建設

委員会の委員、委員長又は副委員長に選任

されている者は、それぞれ、この条例によ

る改正後の堺市議会委員会条例（以下「新

条例」という。）の規定により建設委員会

の委員、委員長又は副委員長に選任された

ものとみなし、その任期は、旧条例の規定

による当該委員会における委員の残任期

間とする。 

 

 


